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介護保険対象拡大2009年度以降に

11月29日、社保審介護保険部会が開かれたが、マスコミ各紙の報道を総合すると、その席で厚生労働省は、保険料負担者と介護サービス受給者の対象年齢拡大を当初予定していた2006年度から2009年度にずらす考えを明らかにした。

　2006年度の実施について政府・与党内・経済界からも慎重論が強く、方針の転換を求められていた。

　また厚生労働省は対象拡大されたとき、サービスを受けることになる若年障害者の要介護認定等のシステムづくりなどに3年は必要であるという認識を示したとのこと。

連合のシンポジウムから

11月30日(火)午前10時から連合シンポジウム「こう変えよう！介護保険制度」が行なわれた。午前中障害当事者の立場からDPI日本会議事務局長の尾上浩二さんが発言に立ち「現在の介護保険は社会参加、コミュニケーション支援という部分が欠落している」と指摘した。

　午後からのパネル討論は、支援費と介護保険統合について、濃淡の違いはあったが、多くのパネラーが賛成、やむなしとの立場に立っていた。

会場から太田が「基礎年金だけしか受けていない障害者に、1割の応益負担を強いるのは大きな問題である」と指摘した。

それに対し、上智大学の栃本教授は、「障害者の場合減免措置が必要。ドイツでも障害者については税による別立ての制度がしっかりとしており、日本でもそういう方向が望まれる」と答えた。










